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旅館業法及び興行場法の施設における感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための研究 

研究代表者  開原 典子  国立保健医療科学院 建築・施設管理研究部  上席主任研究官 

 

研究要旨 

本研究は、旅館業法及び興行場法の施設を対象として、感染防止対策等を含む衛生管理基準の策定

及び運用に資する科学的根拠の構築を目的として実施した。旅館業法の施設については、特定感染症

の国内発生時を想定した衛生管理対策の検討及び人材育成を支援する研修ツールの作成を行った。興

行場法の施設については、映画館を中心とした衛生管理の実態調査及び便所設置基準の運用実態調査

を実施した。 

旅館業法の施設については、国内外の文献及び関係資料の収集・整理、COVID-19 パンデミック時

に運営された宿泊療養施設及び検疫施設の運用経験の整理並びに換気及びエアロゾルに関する知見の

整理を行った。また、これらの結果を踏まえ、特定感染症発生時における衛生管理対策及び健康状態等

確認方法を検討し、研修ツール案を作成した。興行場法の施設については、中規模映画館を対象として

温熱環境、空気環境及び微生物環境の実態調査を実施するとともに、映画館における衛生器具利用実

態調査及び全国自治体を対象とした便所設置基準の運用実態調査を実施した。 

その結果、旅館業法の施設では、感染症への対応は健康状態の把握、換気対策、ゾーニング及び動線

管理、組織体制の整備並びに関係機関との連携等を組み合わせた総合的な対応として実施する必要が

あることが示された。また、宿泊施設では病原体や診断名が確定する前の段階から対応を開始する必

要があることから、発熱又は呼吸器症状を有する者への対応を基本とした対策が実務上有効であると

考えられた。さらに、平時から対応手順、連絡体制、資機材及び教育訓練を整備するとともに、設備特

性や空気の流れを踏まえた換気対策を準備しておくことの重要性が示された。これらの知見を基に、

健康状態等確認票、チェックリスト、対応記録様式及びエアロゾル拡散の可視化資料等を含む研修ツ

ール案を作成した。 

興行場法の施設では、中規模映画館における温熱環境、空気環境及び微生物環境の実態を把握する

とともに、映画館における便所利用は上映終了時に短時間集中するものの、上映スケジュールの設定

等により利用者の滞在が分散されていることを確認した。また、便所設置基準については、各自治体が

地域の実情や施設特性を踏まえて運用しており、入場者数、定員及び利用実態を重視した考え方が広

く採用されていることが明らかとなった。 

以上より、本研究では、旅館業法及び興行場法の施設における衛生管理及び感染防止対策に関する

知見を整理するとともに、施設の実態及び課題を明らかにした。これらの成果は、今後の衛生管理基準

の策定及び運用に資する基礎資料になることが期待される。 
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A．研究目的 
 生活衛生関係営業施設では、新型コロナウイル

ス感染症（以下「COVID-19」という。）等感染症対

策を踏まえた現場の対応策の強化が急務である。

本研究では、興行場法と旅館業法の施設を対象と

して、感染防止対策等を含む衛生管理基準の策定

に資する科学的根拠の構築を行う。 

旅館業法の施設については、旅館業法第２条第

６項に規定する特定感染症（以下「特定感染症」と

いう。）の国内発生時（又はその可能性が相当程度
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高まった時点）を想定し、施設において講ずべき

衛生管理上の対応策を検討するとともに、感染防

止対策を担う人材育成を支援するための研修ツー

ルを作成することを目的とする。検討に当たって

は、新型コロナウイルス感染症パンデミック時に

得られた知見や国内外の感染対策に関する科学的

知見を整理し、宿泊施設における実態や課題を踏

まえた対策の具体化を行う。また、利用者が不当

な差別を受けることなく、施設で働く者が安心し

て業務に従事できる環境整備に資することを目指

す。 

興行場法の施設については、映画館を中心とし

て、規模や地域、施設特性の違いを踏まえた衛生

管理の実態調査を実施し、温熱環境、室内空気質、

微生物汚染、衛生器具利用等の実態を把握すると

ともに、設備の維持管理及び運用上の課題を整理

することを目的とする。さらに、興行場法第２条、

第３条関係基準条例準則に基づく衛生管理基準の

運用実態についても調査し、多様な施設特性や利

用実態を踏まえた衛生管理のあり方を検討する。 

これらの研究を通じて、我が国の旅館業法及び

興行場法の施設に求められる感染防止対策等を含

む衛生管理基準の策定及び運用に資する科学的根

拠と情報整備資料を提示することを目的とする。 

 

B．研究方法 
本研究班「旅館業法及び興行場法の施設におけ

る感染防止対策等を含む衛生管理の推進のための

研究」は、求められる成果①～③に対応して、３つ

の研究部会（①旅館業法施設の特定感染症発生時

の衛生管理対策、②旅館業法施設に向けた研修ツ

ール、③興行場法施設の実態と課題）から構成さ

れる。これら一連の研究成果を通じて感染防止対

策等を含む衛生管理基準の策定に資する科学的根

拠と情報整備を行う。本年度は、B1、B2、B3 を

実施した。具体的な研究計画及び方法を以下に示

す。 

（倫理面への配慮） 

 本研究の調査は施設管理者の許可のもとで実施

し、ヒアリングは維持管理に関する運用情報（運

転時間、管理方法等）に限定した。氏名等の個人情

報は取得せず、結果は個人が特定されない形で集

計・記載した。環境測定は設備・空間条件の把握を

目的として実施し、人体への介入や健康情報の取

得を伴わない。以上より、本研究は倫理審査の対

象外であり、倫理審査は不要と判断した。 

 

B1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管理

対策【R6-R7】（林、石黒、黒須、奥村、柳、島﨑、

戸次、開原） 

B1.1 対策エビデンスの収集・整理 

特定感染症の国内発生時における旅館業法の施

設の衛生管理対策の検討に資するため、国内外の

文献、関係省庁及び関係団体等の資料を収集し、

対策エビデンスの整理を行った。収集対象は、

WHO、CDC、REHVA、ASHRAE 等が公表した

感染対策及び換気対策に関する資料、国内の関係

学会が公表した提言及びガイドライン、新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）パンデミック時の

報告書及び関連論文等とした。 

また、宿泊施設における換気及びエアロゾル感

染対策に関する知見を整理するため、宿泊施設の

空調換気設備の特性、客室及び共用空間における

空気の流れ並びに感染対策上の課題について検討

した。さらに、水道水由来感染症事例、宿泊施設に

おける空気中の揮発性有機化合物等に関する知見

についても収集・整理を行った。 

B1.2 COVID-19 パンデミック時の対策の実態調

査と課題の整理 

COVID-19 パンデミック時に運営された宿泊療

養施設及び検疫施設における感染対策及び施設運

営の実態を把握するため、運営資料、感染対策資

料、研修資料及び現場対応資料等を収集した。ま

た、施設運営に関与した関係者へのヒアリング等

を通じて、ゾーニング、動線管理、健康観察、個人

防護具（PPE）の運用、換気対策及び組織体制等

について整理した。 
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さらに、宿泊施設における換気及びエアロゾル

対策の実態把握を行うとともに、施設の衛生環境

管理に資する基礎的知見を得るため、空気中の揮

発性有機化合物等に関する調査結果及び関連事例

について整理した。 

B1.3 特定感染症のフェーズに応じた対策案の具

体化 

「対策エビデンスの収集・整理」及び「COVID-

19 パンデミック時の対策の実態調査と課題の整

理」の結果を踏まえ、旅館業法第２条第６項に規

定する特定感染症の国内発生時（又はその可能性

が相当程度高まった時点）を想定し、旅館業法の

施設において講ずべき衛生管理対策について検討

した。 

検討に当たっては、平時、感染対策強化期及び

有症状者発生時等の各段階において求められる対

応を整理するとともに、健康状態の確認方法、ゾ

ーニング及び動線管理、換気対策、個人防護具の

使用方法、清掃及び消毒、関係機関との連携等に

ついて検討を行った。 

 

B2. 旅館業法施設における特定感染症まん延防止

の研修ツール【R7】（石黒、黒須、林、奥村、柳、

島﨑、戸次、三浦、開原） 

B2.1 健康状態等確認方法の検討 

特定感染症発生時において、宿泊者及び従業員

の健康状態の変化を早期に把握し、適切な対応に

つなげるため、健康状態等確認方法について検討

した。検討に当たっては、COVID-19 パンデミッ

ク時に運営された宿泊療養施設等における健康観

察の実施方法及び宿泊施設における既存の衛生管

理体制を参考とした。 

また、宿泊者及び従業員それぞれについて、確

認項目、確認頻度、記録方法及び体調不良者が確

認された場合の対応方法について整理した。 

B2.2 研修ツール案の作成 

B1 及び B2（１）の検討結果を踏まえ、旅館業

法の施設において特定感染症発生時の感染対策を

担う人材育成を支援するための研修ツール案を作

成した。 

研修ツール案では、感染症に関する基礎知識、

標準予防策、手指衛生、個人防護具（PPE）の適切

な使用方法、健康状態等確認方法、ゾーニング及

び動線管理、換気対策、有症状者発生時の対応、清

掃及び消毒、リネン類及び廃棄物の取扱い等を対

象とした。また、エアロゾル拡散の可視化資料、健

康状態等確認票、チェックリスト及び対応記録様

式等の参考資料についても検討した。 

 

B3. 興行場法施設の実態と課題【R6-R7】（林、柳、

島﨑、戸次、開原） 

B3.1 映画館観覧場における温熱環境及び微生物

環境の実態調査 

（１）調査 A 及び調査 B の対象施設 

令和 6 年度は、夏期に 7 施設（F～L）、冬期に

3 施設（F、H 及び J）を対象として調査を実施し

た。令和 7 年度は、令和 6 年度の結果を踏まえ、

継続的な把握が必要と考えられた中規模映画館 1

施設（施設 J）を対象として 2025 年夏期に追跡調

査を実施した。調査 A（詳細調査）及び調査 B（2

週間の連続測定）は、それぞれの調査対象施設に

おいて実施した。 

（２）調査 A（詳細調査） 

施設内観覧場において、通常の上映中に、温度

及び相対湿度、二酸化炭素濃度（ HOBO 

MX1102A）並びに浮遊粒子濃度（パーティクル

カウンタ：日本カノマックス株式会社製 Model 

3889）を 1 分間隔で連続的に測定した。測定機器

は座席の肘掛けに固定し、観覧場前方及び後方の

2 地点に設置した。浮遊粒子濃度は、粒径 0.3、

0.5、1.0、3.0、5.0 及び 10.0 μm を対象として

測定した。 

また、観覧場内の微生物環境を把握するため、

落下細菌・真菌、付着細菌・真菌及び浮遊細菌・

真菌の測定を行った。落下細菌及び落下真菌は、

観覧場前方及び後方に培地を設置し、上映開始時
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から 1 時間ばく露した。付着細菌及び付着真菌は、

上映終了後に座席下床面から採取した試料を培

養して評価した。浮遊細菌及び浮遊真菌は、上映

終了直後に観覧場前方及び後方においてエアサ

ンプリングを行い評価した。 

調査は通常営業中の上映回を対象として実施

した。 

（３）調査 B（2 週間の連続測定） 

施設内観覧場において、通常営業時の約 2 週間、

温度、相対湿度及び二酸化炭素濃度（HOBO 

MX1102A を 1 台使用）を 1 分間隔で連続的に測

定した。機器の設置場所は観覧場の排気側とした。 

B3.2. 映画館における衛生器具利用実態調査 

映画館における衛生器具の利用実態を把握する

ため、2025 年夏期に都内の映画館 2 施設を対象と

して現場調査を実施した。調査は人気作品上映期

間中の休日に実施し、女子便所における行列の発

生状況、利用者数及び施設内の混雑状況について

目視により確認した。また、女子便所については

出入口において利用者数を把握した。 

さらに、上映スケジュール及び観覧場定員を用

いて施設内人数の推定を行った。上映開始時刻前

後 10 分間については当該観覧場の定員数が施設

内に存在すると仮定し、観覧場以外の施設内人数

及び総定員に対する割合を算出した。 

B3.3. 興行場における便所設置基準の運用実態調

査 

興行場における便所設置基準の実態及び運用

状況を把握するため、全国の自治体を対象として

アンケート調査を実施した。調査対象は、都道府

県、保健所設置市及び特別区の計 157 自治体とし

た。 

興行場法第 2 条、第 3 条関係基準条例準則 1）

では便所設置基準が示されているが、各自治体は

地域の実情等を踏まえて独自に基準を定めるこ

とができる。このため、調査内容は、便所設置基

準の内容、基準を採用している理由、基準を規定

していない理由、基準の緩和規定及びその運用状

況並びに基準改正の経緯等とした。自由記述につ

いては、同趣旨の回答を分類・整理した上で集計

を行った。 

 

C．研究結果 

C1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管理

対策 

C1.1. 対策エビデンスの収集・整理 

 特定感染症の国内発生時における旅館業法施設

の衛生管理対策の検討に資するため、国内外の文

献、関係省庁及び関係団体等の資料を収集し、対

策エビデンスの整理を行った。収集対象は、WHO、

CDC、REHVA、ASHRAE 等が公表した感染対策

及び換気対策に関する資料、国内の関係学会が公

表した提言及びガイドライン、新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）パンデミック時の報告書及

び関連論文等とした。 

COVID-19 パンデミックにおいては、飛沫感染

及び接触感染に加え、空気中を浮遊する呼吸器粒

子を介した感染の重要性が指摘され、換気の確保

や空気環境管理が感染対策上重要であることが示

された。国内外の知見を整理した結果、感染リス

クの低減には十分な換気量の確保に加え、施設の

空調換気設備の特性や空気の流れを踏まえた運用

が重要であることが確認された。 

宿泊施設における換気対策については、客室の

空調換気設備の実態及び気流の性状に関する検討

を行った。その結果、感染者が滞在する客室にお

いては、換気設備の構成や運用方法によって室内

外の圧力関係や空気の流れが変化し、ドアの開閉

や窓開放の条件によっては、エアロゾルが廊下側

へ流出する可能性があることが示された。また、

空気清浄機の活用や適切な換気運用が感染リスク

低減に有効であることが示された。 

検疫施設を対象とした調査では、隔離対象者が

滞在する客室及び共用部におけるバイオエアロゾ

ルの挙動を評価した。その結果、換気設備の運転

状況や窓開放条件によって空気中粒子の分布が変
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化することが確認され、施設の換気方式や運用状

況を踏まえた感染対策の重要性が示された。 

さらに、水道水由来感染症事例の整理を行うと

ともに、宿泊施設における空気中の揮発性有機化

合物等に関する調査結果を収集した。その結果、

感染症対策のみならず、宿泊施設における衛生環

境管理に資する情報が得られた。 

加えて、COVID-19 パンデミック時に運営され

た宿泊療養施設及び検疫施設の運用経験を整理し

た結果、感染対策では感染経路や病原体の特性に

応じた対応に加え、健康状態の継続的な把握、標

準予防策、個人防護具（PPE）の適切な使用、ゾー

ニング及び動線管理、換気対策等を組み合わせた

総合的な対策が必要であることが示された。 

また、本研究では、特定感染症の国内発生初期

においては病原体に関する情報が十分に得られな

い状況も想定し、発熱又は呼吸器症状を有する者

への対応を重視した。これらの症候は多くの呼吸

器感染症に共通して認められ、宿泊施設において

比較的把握しやすい健康状態の変化であることか

ら、初期対応の判断材料として活用可能であると

考えられた。 

これらの知見は、後述する旅館業法の施設にお

ける特定感染症まん延防止のための研修ツール案

の作成に活用し、感染症に関する基礎知識、健康

状態等確認方法、換気対策、有症状者対応等の内

容の検討に反映した。 

C1.2. COVID-19 パンデミック時の対策の実態調

査と課題の整理 

COVID-19 パンデミック時における宿泊施設の

感染対策の実態を把握するため、宿泊療養施設及

び検疫施設における運営資料、感染対策資料及び

現場対応資料を収集し、実際の運用事例について

整理した。 

宿泊療養施設では、感染者とスタッフとの接触

を最小限とするため、施設内を感染者が利用する

区域とスタッフが利用する区域に区分するゾーニ

ングが実施されていた。また、専用出入口や専用

エレベーターの設定、動線の分離等により、感染

者とスタッフ又は一般利用者との接触機会を低減

する運用が行われていた。 

運営体制については、施設運営、健康観察、生活

支援、警備等の役割を分担した組織体制が構築さ

れており、宿泊施設単独ではなく、行政、医療関係

者及び関係事業者が連携して運営されていたこと

が確認された。また、宿泊者の健康観察について

は、体温や呼吸器症状等の確認を継続的に実施し、

健康状態の変化を早期に把握する体制が整備され

ていた。 

客室の清掃及び消毒については、感染者退所後

の消毒手順、リネン類の取扱い及び廃棄物管理方

法が詳細に定められていた。さらに、個人防護具

（PPE）の着脱手順や手指衛生等についても標準

化されており、運営スタッフに対する教育及び訓

練が実施されていた。 

健康状態等確認方法については、宿泊療養施設

の運用経験及び宿泊施設における既存の衛生管理

体制を踏まえ、発熱、呼吸器症状その他の体調変

化を確認するための項目を整理した。また、宿泊

者及び従業員を対象とした健康状態確認の考え方

を整理するとともに、利用者のプライバシーへの

配慮や感染症を理由とした不当な差別及び偏見の

防止についても検討した。さらに、特定感染症発

生時に活用可能な健康状態等確認方法及び運用上

の留意事項について整理した。 

これらの結果から、特定感染症発生時の旅館業

法施設における感染対策では、換気や消毒等の個

別対策のみならず、ゾーニング、動線管理、健康観

察、組織体制及び教育訓練を含めた総合的な運営

体制の構築が重要であることが示された。また、

宿泊者及び従業員の健康状態を継続的に把握し、

発熱又は呼吸器症状等の健康状態の変化を早期に

把握して適切な対応につなげることの重要性が示

された。 

C1.3. 特定感染症のフェーズに応じた対策案の具

体化 
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令和 6 年度に整理した知見及び令和 7 年度に収

集した運用事例等を踏まえ、旅館業法施設におい

て特定感染症が発生した場合に講ずべき対策につ

いて検討した。 

まず、平時における備え、特定感染症の国内発

生時（又はその可能性が相当程度高まった時点）

における対応及び発熱又は呼吸器症状を有する者

が確認された場合の対応について整理した。平時

においては、連絡体制の整備、感染症対応マニュ

アル及び事業継続計画（BCP）の確認、換気設備

の把握、必要な資機材の備蓄並びに従業員教育等

を重要な事項として整理した。 

特定感染症の国内発生時（又はその可能性が相

当程度高まった時点）には、国内外の感染状況に

関する情報収集を行うとともに、従業員及び宿泊

者の健康状態の確認を強化し、施設内における感

染症対応体制の確認及び必要な準備を進めること

を必要な対応として整理した。また、発熱又は呼

吸器症状を有する者が確認された場合に備え、ゾ

ーニング及び動線管理の方法、個人防護具（PPE）

の使用方法、関係機関との連絡体制並びに対応手

順等について、事前に確認しておくべき事項とし

て整理した。 

発熱又は呼吸器症状を有する者が確認された場

合には、必要に応じて医療機関等へ相談するとと

もに、接触機会の低減、適切な換気の実施、清掃及

び消毒の強化等を行うことを重要な対応として整

理した。また、感染者又は感染が疑われる者が発

生した場合には、施設の実情に応じてゾーニング

及び動線管理を実施し、他の宿泊者及び従業員へ

の影響を最小限とすることが求められることを整

理した。 

さらに、宿泊者及び従業員の健康状態等確認方

法について整理するとともに、発熱又は呼吸器症

状等の確認項目、確認時の留意事項及び対応フロ

ーについて検討した。加えて、利用者のプライバ

シーに配慮するとともに、感染症を理由とした不

当な差別及び偏見を生じさせないこと並びに従業

員が安心して業務を継続できる環境整備について

も検討した。 

これらの検討結果を踏まえ、旅館業法施設にお

いて特定感染症が発生した場合に活用可能な対策

案を作成した。 

 

C2．旅館業法施設における特定感染症まん延防止

の研修ツール 

C2.1 健康状態等確認方法の検討 

宿泊者及び従業員の健康状態の変化を早期に把

握し、適切な対応につなげるため、健康状態等確

認方法について検討した。 

検討に当たっては、COVID-19 パンデミック時

に運営された宿泊療養施設における健康観察の実

施方法及び旅館業法の施設における既存の衛生管

理体制を参考とした。その結果、発熱、咳、咽頭痛

等の呼吸器症状をはじめとする体調変化を継続的

に確認することが重要であることが確認された。 

また、宿泊者及び従業員それぞれについて、確

認すべき健康状態の項目、確認頻度及び異常が認

められた場合の対応について整理した。あわせて、

健康状態の確認結果を適切に記録し、必要に応じ

て医療機関や行政機関との連携につなげるための

運用方法について検討した。 

さらに、健康状態の確認に当たっては、利用者

のプライバシーに十分配慮するとともに、感染症

を理由とした不当な差別や偏見を生じさせないこ

とが重要であることから、そのような観点を踏ま

えた運用上の留意事項についても整理した。 

これらの検討結果を踏まえ、旅館業法の施設に

おいて活用可能な健康状態等確認票及び運用方法

を作成した。 

C2.2 研修ツール案の作成 

C1 における文献調査、宿泊療養施設等の運用実

態調査、換気及びエアロゾルに関する知見の整理

並びに健康状態等確認方法の検討結果を踏まえ、

旅館業法施設において特定感染症発生時の感染対

策を担う人材育成を支援するための研修ツール案



- 8 - 

を作成した。 

研修ツール案では、特定感染症の基本的な考え

方及び感染経路に関する基礎知識に加え、発熱又

は呼吸器症状を有する宿泊者への対応を中心とし

て、宿泊施設において求められる感染防止対策に

ついて体系的に整理した。具体的には、感染症に

関する基礎知識、標準予防策、手指衛生、個人防護

具（PPE）の適切な使用方法、健康状態の確認方

法、ゾーニング及び動線管理、換気対策、有症状者

発生時の対応、清掃及び消毒、リネン類及び廃棄

物の取扱い等を対象とした。 

研修ツール案の作成に当たっては、宿泊施設で

は診断が確定する前の段階の利用者に対応するこ

とが多いことに着目した。特定感染症の対象とな

る感染症のうち、宿泊施設において実際に遭遇す

る可能性がある感染症の多くは発熱や呼吸器症状

を伴うことから、病名ではなく症状に着目した初

期対応を整理することが重要である。 

COVID-19 パンデミック時においても、発熱や

咳等の呼吸器症状を初期対応の判断材料として、

健康観察、受診調整、動線管理等の対応が行われ

ていた。さらに、本研究で整理した換気対策、エア

ロゾル感染対策、個人防護具の使用及びゾーニン

グ等の多くは呼吸器感染症対策と密接に関連して

いることから、宿泊施設における実務を踏まえ、

発熱又は呼吸器症状を有する宿泊者への対応を軸

として研修内容を構成した。 

また、COVID-19 パンデミック時に運営された

宿泊療養施設及び検疫施設における運用経験を踏

まえ、感染者対応時の組織体制、関係機関との連

携、施設内の情報共有、宿泊者対応等についても

整理した。これにより、単なる感染対策の知識習

得にとどまらず、施設運営の視点から特定感染症

発生時の対応を理解できる内容とした。 

健康状態等確認方法については、宿泊者及び従

業員の健康状態を継続的に把握するための確認項

目や記録様式を整理するとともに、体調不良者が

確認された場合の対応フローについても取りまと

めた。加えて、感染症を理由とした不当な差別や

偏見を生じさせないこと、従業員が安心して業務

を継続できる環境を確保すること等についても研

修内容に反映した。 

換気及びエアロゾル感染対策については、空気

の流れや換気設備の特性によって感染リスクが変

化することを理解できるよう、エアロゾル拡散の

可視化資料を作成した。客室内で発生したエアロ

ゾルがドアの開閉や換気条件によってどのように

移動するかを視覚的に理解できる内容とし、換気

設備の運用方法や空気清浄機の活用等について実

践的に学習できる構成とした。 

さらに、研修ツール案は平時からの教育及び訓

練にも活用できるよう構成し、感染症発生時に必

要な対応を事前に理解するとともに、施設ごとの

実情に応じた感染対策の検討に活用できるものと

した。あわせて、健康状態等確認票、チェックリス

ト、対応記録様式等の参考資料を整備し、研修教

材としてだけでなく、施設における日常の衛生管

理及び感染症対応時の実務支援ツールとしても活

用できる構成とした。加えて、エアロゾル拡散の

可視化資料については、動画教材として活用する

ことも視野に入れ、今後の研修への応用可能性に

ついて検討した。 

以上のように、本研究では、感染対策に関する

知見に加え、宿泊施設における衛生環境管理に関

する知見を整理するとともに、それらを現場で活

用可能な形に取りまとめた研修ツール案を作成し

た。 

 

C3．興行場法施設の実態と課題 

C3.1. 映画館観覧場における温熱環境及び微生物

環境の実態調査 

令和 6 年度は夏期 7 施設及び冬期 3 施設の中規

模映画館を対象として調査を実施した。令和 7 年

度は、令和 6 年度の結果を踏まえ、継続的な把握

が必要と考えられた施設 J を対象として夏期追跡

調査を実施した。 
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その結果、温度は比較的安定して推移していた。

一方で、相対湿度、二酸化炭素濃度、浮遊粒子濃度

及び微生物環境には、季節や利用状況、施設条件

による違いが認められた。詳細を以下に示す。 

（1）調査 A（詳細調査） 

温熱環境については、観覧場内の温度及び相対

湿度を測定した結果、夏期及び冬期とも概ね基準

の範囲内で推移した。相対湿度は、夏期には上限

値に、冬期には下限値に近い水準となる事例が認

められ、瞬間的には基準値を上回る又は下回る場

合もみられた。また、観覧場前方及び後方におけ

る温度及び相対湿度には大きな差は認められず、

観覧場内の温熱環境に著しい偏りはみられなかっ

た。 

二酸化炭素濃度については、観覧場前方及び後

方で大きな差は認められなかった。上映中は観客

数の増加に応じて上昇する傾向がみられ、一部の

上映回では基準値を超える事例も認められた。令

和 7 年度の追跡調査においても、令和 6 年度の調

査結果と同様の傾向が確認された。 

浮遊粒子濃度については、上映中の利用状況や

施設条件に応じた変動が認められた。また、一部

施設では既報の大規模映画館調査と比較して高い

値を示した。令和 7 年度夏期調査では令和 6 年度

夏期調査より高い値を示す傾向がみられ、観覧客

数の違いが影響した可能性が考えられた。 

微生物環境については、落下細菌・真菌、付着細

菌・真菌及び浮遊細菌・真菌を調査した結果、冬期

と比較して夏期に高い傾向が認められた。また、

一部施設では落下細菌、浮遊細菌及び浮遊真菌が

高濃度となる事例が認められ、施設間で差がみら

れた。令和 7 年度に実施した施設 J の追跡調査で

は、令和 6 年度と比較して大きな変化は認められ

なかった。 

（2）調査 B（2 週間の連続測定） 

2 週間の連続測定では、温度は概ね安定して推

移した。一方、相対湿度及び二酸化炭素濃度は上

映状況や季節の影響を受けて変動し、一部の時間

帯では基準値を上回る又は下回る事例が認められ

た。二酸化炭素濃度は観客数の多い上映回で上昇

する傾向がみられ、相対湿度についても季節や施

設条件による違いが認められた。令和 7 年度に実

施した施設 J の追跡調査においても、令和 6 年度

と同様の傾向が確認された。 

 

C3.2. 映画館における衛生器具利用実態調査 

映画館における衛生器具の利用実態を把握する

ため、令和 6 年度は 7 施設を対象として上映スケ

ジュール及び観覧場定員に基づく施設内人数の推

定を行い、令和 7 年度は都内の映画館 2 施設を対

象として現場調査を実施した。調査は人気作品上

映期間中の休日に実施し、女子便所における行列

の発生状況、利用者数及び施設内の混雑状況につ

いて確認した。 

令和 6 年度の分析では、映画館における施設内

人数は上映時間帯によって大きく変動するものの、

上映開始及び終了時刻をずらすことにより、観覧

場以外の施設内に滞在する利用者数は一定程度抑

制されていた。また、総定員に対する施設内人数

の割合は比較的低く、施設運営により利用者の集

中が調整されている状況が確認された。 

令和 7 年度の現場調査では、人気作品上映期間

中の休日を対象としたことから、調査対象施設は

高い利用率で運営されていた。そのような条件下

においても、映画館における便所利用は上映終了

時刻付近に集中する傾向が認められた。特に女子

便所では上映終了後の短時間に利用者が集中し、

一時的な行列が発生する状況が確認された。一方

で、行列は次の上映回までに概ね解消されており、

長時間にわたり混雑が継続する状況は確認されな

かった。 

また、調査対象施設では人気作品の上映により

高い利用率で運営されていたものの、調査の範囲

では衛生器具数の不足が明確な問題となっている

状況は確認されなかった。 

以上の結果から、映画館における便所利用は上
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映終了時に短時間集中する特徴を有するものの、

上映スケジュールの設定等により利用者の滞在が

分散されていることが確認された。また、調査対

象施設では衛生器具数の不足は顕在化しておらず、

施設運営が便所利用の状況に大きく影響している

ことが示された。 

C3.3. 興行場における便所設置基準の運用実態調

査 

興行場における便所設置の基準について、実態

と運用状況を把握するため、全国の自治体を対象

としてアンケート調査を実施した。興行場法第 2

条、第 3 条関係基準条例準則 1）では便所の設置基

準が示されているが、各自治体は地域の実情等を

踏まえて独自の基準を定めることができる。この

ため、本調査では、各自治体が採用している基準

の内容に加え、準則との違い、その理由、基準を定

めていない理由、緩和規定の運用状況及び基準改

正の経緯等について調査した。 

その結果、準則と同様の考え方を採用している

自治体がみられた一方で、独自の基準を設けてい

る自治体も多く確認された。便器数の算定に当た

っては、観覧室の床面積よりも、入場者数や定員

を基礎とする考え方を採用している自治体が多く

みられた。また、男女別の利用者数や利用実態を

考慮して基準を設定している事例も広く確認され

た。 

準則と異なる基準を採用している理由としては、

利用人数をより適切に反映できることや、男女別

の利用状況を考慮できること等が挙げられた。一

方、具体的な数値基準を定めていない自治体にお

いても、準則を参考として運用している事例が確

認された。 

緩和規定の運用については、多くの自治体にお

いて、施設の利用実態や構造上の条件等を考慮し

た対応が行われていた。準則においても衛生器具

数に関する緩和規定が設けられているほか、運用

上の調整が可能とされていることから、その取扱

いや考え方についても調査した。その結果、自治

体ごとに運用方法の違いはみられるものの、多く

の自治体で施設の実態を踏まえた判断が行われて

いることが確認された。 

各自治体における基準改正の経緯を整理した結

果、近年では男女同数を前提とした基準の見直し

や、男女別の利用者数及び利用時間等を考慮した

基準への改正が確認された。また、シネマコンプ

レックス等の新たな興行場の形態に対応するため

の改正もみられた。このことから、便所設置基準

は社会環境や興行場の利用実態の変化に応じて見

直されてきたことが示された。 

以上の結果から、興行場における便所設置の基

準については、準則を参考としつつも、各自治体

が地域の実情や施設の特性を踏まえて基準を設定

し、運用している実態が確認された。また、便器数

の算定に当たっては、床面積のみではなく、入場

者数や定員、利用実態等を重視する考え方が広く

採用されていることが確認された。 

 

D.考察 

D1. 旅館業法施設の特定感染症発生時の衛生管

理対策 

COVID-19 パンデミックを通じて、感染症発生

初期には病原体の感染経路や感染性等に関する情

報が十分に得られない状況が生じることが明らか

となった。一方、宿泊施設では利用者への対応を

継続する必要があり、限られた情報の中でも実施

可能な感染症対応をあらかじめ整理しておくこと

が重要である。 

本研究では、文献調査、宿泊療養施設及び検疫

施設における運用経験の整理並びに換気及びエア

ロゾルに関する知見の整理を行い、宿泊施設にお

いて実施可能な感染症対応について検討した。こ

れらの知見を踏まえると、感染症への対応は個別

の感染対策のみで成立するものではなく、健康状

態の把握、換気対策、ゾーニング及び動線管理、

組織体制の整備並びに関係機関との連携等を組み

合わせて実施する必要があると考えられた。 
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また、本研究では発熱及び呼吸器症状を有する

者への対応に着目した。宿泊施設で遭遇する可能

性が高い特定感染症について整理した結果、結核、

中東呼吸器症候群（MERS）、鳥インフルエンザ

（H5N1 及び H7N9）及び将来的に発生が懸念さ

れる新型インフルエンザでは、発熱及び呼吸器症

状が共通する主な症状であった。このため、宿泊

施設における初動対応では、発熱及び呼吸器症状

等の健康状態の変化に着目することが合理的であ

ると考えられた。 

さらに、宿泊施設では医療機関のような診断機

能を有していないことから、病原体や診断名が確

定する前の段階から対応を開始できる体制を整

備しておくことが重要であると考えられた。また、

感染対策を適切に実施するためには、宿泊者及び

従業員の健康状態を継続的に把握し、健康状態に

変化がみられた場合に速やかに対応できる体制

を構築することが重要であると考えられた。その

ためには、平時から対応手順や役割分担を整理す

るとともに、関係機関との連絡体制や必要な資機

材の準備等を行い、状況に応じて段階的に対応で

きる体制を整備しておくことが重要であると考

えられた。その際には、健康状態の確認結果を適

切に記録するとともに、利用者のプライバシーへ

の配慮や感染症を理由とした差別・偏見の防止に

も十分留意する必要があると考えられた。 

換気及びエアロゾルに関する知見の整理から

は、感染対策において換気量の確保のみならず、

施設ごとの設備特性や空気の流れを理解した上

で対策を講ずることの重要性が示された。特に宿

泊施設では、客室や共用空間の構造、空調換気設

備の方式及び運用条件によって空気の流れが異

なるため、同一の対策であってもその効果は一様

ではないと考えられる。このため、空気環境管理

の観点からは、平時から設備の構成や運用状況を

把握するとともに、感染症発生時を想定した換気

方法や空気の流れを確認しておくことが重要で

あると考えられた。 

一方で、宿泊施設におけるエアロゾルの挙動や

感染リスクについては、定量的な評価手法が十分

に確立されているとは言い難い。実際の施設では

建物構造、換気方式、利用状況等が多様であり、

空気環境と感染リスクとの関係を定量的に評価す

ることは容易ではない。本研究では既存の知見及

びエアロゾル拡散の可視化結果を基に衛生管理上

の留意点を整理したが、空気環境と感染リスクと

の関係については定量的な評価が十分ではない。

実施設を対象とした測定や解析を通じて、施設条

件とエアロゾル挙動との関係に関する知見を蓄積

していくことが重要であると考えられる。 

以上より、宿泊施設における感染症対応では、

発熱又は呼吸器症状を有する者への対応を基本と

しつつ、健康状態の把握、換気対策、ゾーニング

及び動線管理、組織体制の整備並びに関係機関と

の連携等を含めた総合的な対応を平時から準備し

ておくことが重要であると考えられた。また、感

染症対策を効果的に実施するためには、空気環境

管理の視点を取り入れ、施設ごとの設備特性や空

気の流れを踏まえた対策を検討することが重要で

あると考えられた。 

 

D2. 旅館業法施設における特定感染症まん延防

止の研修ツール 

旅館業法施設において特定感染症発生時の対応

を適切に実施するためには、感染症に関する知識

だけでなく、施設運営を継続しながら感染対策を

実施するための実務的な対応能力が求められる。

COVID-19 パンデミック時には、多くの宿泊施設

が感染症対応を経験した一方で、施設の設備条件

や人的資源、感染症に関する知識等には差がみら

れた。このため、平時から活用可能な研修教材を

整備し、感染症発生時に必要となる対応をあらか

じめ理解しておくことが重要であると考えられる。 

本研究では、発熱又は呼吸器症状を有する者へ

の対応を中心として研修ツール案を構成した。宿

泊施設では病原体や診断名が確定していない段階
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の利用者に対応することが多く、実際の現場では

症状を起点として対応を開始することが一般的で

ある。このため、発熱及び呼吸器症状に着目した

健康状態等確認方法や対応フローを整理したこと

は、感染症発生初期における実践的な対応力の向

上に資すると考えられる。 

また、感染対策は個人防護具（PPE）の使用や

消毒のみで完結するものではなく、健康状態の把

握、ゾーニング及び動線管理、換気対策、関係機

関との連携等を含めた総合的な取組として実施

される必要がある。特に宿泊施設では、利用者の

プライバシーへの配慮や感染症を理由とした不

当な差別及び偏見の防止も重要であり、感染対策

と利用者対応の両立が求められる。このような観

点を研修ツール案に反映したことは、感染対策と

利用者対応の両立を図る上で重要であると考え

られる。 

さらに、換気及びエアロゾル感染対策について

は、設備の構成や運用方法によって空気の流れが

異なることから、施設管理者や従業員がその重要

性を理解することが必要である。本研究で作成し

たエアロゾル拡散の可視化資料は、目に見えない

空気の流れや換気の効果を理解するための教育

教材として有用であり、感染対策に対する理解促

進に寄与するものと考えられる。 

加えて、健康状態等確認票、チェックリスト及

び対応記録様式等を併せて整備したことにより、

研修教材としてだけでなく、平時の備えや感染症

発生時の実務支援ツールとして活用できる可能

性が示された。これらの資料は、施設ごとの実情

に応じた感染対策の検討や教育訓練にも活用で

きるものと考えられる。 

以上より、本研究で作成した研修ツール案は、

特定感染症発生時に必要となる知識及び対応方

法を体系的に整理するとともに、旅館業法施設に

おける人材育成及び実務支援に資するものと考

えられた。 

 

D3. 興行場法の施設の実態と課題 

D3.1. 映画館観覧場における温熱環境及び微生

物環境の実態調査 

映画館の観覧場は、多数の利用者が一定時間滞

在する空間である一方、上映中の調査には利用者

の観賞環境への配慮が求められることから、実環

境における温熱環境、空気環境及び微生物環境に

関する調査事例は限られている。特に上映中の観

覧場において温熱環境、空気環境及び微生物環境

を継続的に調査した事例は少なく、本研究で得ら

れた知見は興行場における衛生管理の実態を把握

する上で有用な基礎資料になると考えられる。 

また、これまでの研究では比較的大規模な映画

館を対象とした調査が行われてきたが、本研究で

は建築物衛生法の対象とならない中規模映画館を

対象とした。調査対象の選定に当たっては、地域や

運営主体に偏りが生じないよう配慮しており、中

規模映画館における衛生環境の実態把握に資する

知見が得られたものと考えられる。 

COVID-19 パンデミック以降、感染症対策とし

て換気量を増加させる運用が広く行われた。一方

で、外気導入量の増加は空調負荷やエネルギー消

費の増加につながるほか、施設によっては湿度管

理にも影響を及ぼす可能性がある。このため、今後

は感染症対策、換気及び省エネルギーを両立でき

る施設運用について検討していくことが重要であ

ると考えられる。 

さらに、本研究で対象とした中規模映画館では、

空調換気設備等の維持管理は各施設又は事業者の

自主的な管理に委ねられている。衛生的な環境を

維持するためには、空調機の点検やフィルターの

清掃・交換等の維持管理を継続的に実施すること

が重要であり、そのような取組が利用者にとって

安心して利用できる環境の確保につながるものと

考えられる。 

 また、微生物環境については評価基準が定めら

れておらず、興行場における知見も十分に蓄積さ

れているとは言い難い。今後も継続的な実態把握



- 13 - 

を行い、温熱環境、空気環境及び微生物環境に関す

る知見を蓄積することにより、衛生管理上の評価

に資する基礎資料を充実させていく必要があると

考えられる。 

D3.2. 映画館における衛生器具利用実態調査 

映画館では、上映スケジュールや観覧場の割当

てを調整することにより、利用者の滞在状況や施

設内の混雑状況を管理している。このような運営

は、作品ごとの集客状況や時間帯に応じて日常的

に行われており、映画館の利用形態の特徴の一つ

であると考えられる。 

一方、興行場には映画館のほかにも様々な施設

形態が存在しており、利用者の集中の仕方や施設

の運営方法は必ずしも同一ではない。例えば、映

画館では上映スケジュールを通じて利用者の集中

を分散させる運営が行われているのに対し、利用

者が短時間に集中する施設も存在する。このため、

同じ興行場であっても、衛生器具の利用実態は施

設形態ごとの特徴が認められる。 

本研究では、映画館における衛生器具利用の実

態について調査を行った。その結果は、映画館に

おける利用実態を把握するための基礎的な知見に

なるとともに、便所設置の基準やその運用のあり

方を考える上でも有用な資料になると考えられる。 

特に、映画館における衛生器具利用の実態は、

施設の収容人数のみではなく、上映スケジュール

や施設運営の影響も受けると考えられることから、

利用実態を踏まえた検討の重要性が示唆された。 

D3.3. 興行場における便所設置の基準の運用実

態調査 

本研究では、興行場における便所設置の基準に

ついて、全国の自治体を対象としたアンケート調

査を実施した。その結果、準則と同様の考え方を

採用している自治体がみられた一方で、入場者数

や定員、利用実態等を考慮した独自の基準を採用

している自治体も多く確認された。また、具体的

な数値基準を定めていない自治体においても、準

則を参考としながら施設の実情に応じた運用が

行われていた。 

このことから、実際の運用においては、準則の

みならず、施設の利用実態や地域の実情も考慮さ

れているものと考えられる。特に近年は、男女別

の利用状況や利用時間等を考慮した基準への見

直しが行われており、興行場を取り巻く社会環境

や利用形態の変化に応じた対応が進められてい

ることが示唆された。 

一方、興行場には映画館のほかにも様々な施設

形態が存在し、利用者の集中の仕方や施設運営の

方法は一様ではない。映画館では上映スケジュー

ル等による利用者の分散が行われているのに対

し、利用者が短時間に集中する施設も存在する。

このため、衛生器具の利用実態には施設形態ごと

の特徴が認められ、便所設置の基準やその運用を

検討する際には、このような違いにも着目する必

要があると考えられる。 

また、準則においては緩和規定が設けられてい

るものの、その運用方法には自治体ごとの差異が

認められた。施設の利用実態を踏まえた柔軟な運

用は、興行場の多様な施設形態に対応する上で有

効であると考えられる一方、その運用には一定の

判断が求められる。このため、自治体における運

用事例を共有していくことが望ましいと考えら

れる。 

以上より、興行場における便所設置の基準につ

いては、準則を基本としながらも、施設の利用実

態や施設形態の特徴を踏まえた運用が行われて

いることが確認された。 

 

E．結論 

本研究では、旅館業法及び興行場法の施設を対

象として、感染防止対策等を含む衛生管理の推進

に資する知見の整理及び実態把握を行った。 

旅館業法の施設については、文献調査、宿泊療

養施設及び検疫施設における運用経験の整理並び

に換気及びエアロゾルに関する知見の整理を行い、

特定感染症発生時における衛生管理対策について
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検討した。その結果、発熱又は呼吸器症状を有す

る者への対応を基本とし、健康状態の把握、換気

対策、ゾーニング及び動線管理、組織体制の整備

並びに関係機関との連携等を含めた総合的な対応

が重要であることを整理した。また、平時、感染対

策強化期及び有症状者発生時の各段階に応じた対

策案を作成した。 

さらに、宿泊施設において感染対策を担う人材

育成を支援するため、健康状態等確認方法を検討

するとともに、感染症に関する基礎知識、健康状

態の確認方法、換気対策、ゾーニング及び動線管

理、有症状者対応等を体系的に整理した研修ツー

ル案を作成した。あわせて、健康状態等確認票、チ

ェックリスト、対応記録様式及びエアロゾル拡散

の可視化資料等を整備し、平時の教育訓練及び感

染症発生時の実務支援に活用可能な資料を取りま

とめた。 

興行場法の施設については、中規模映画館を対

象として温熱環境、空気環境及び微生物環境の実

態調査を実施した。その結果、温度は比較的安定

して推移していた一方で、相対湿度、二酸化炭素

濃度、浮遊粒子濃度及び微生物環境には、季節や

利用状況、施設条件による違いが認められた。ま

た、映画館における衛生器具利用実態調査では、

上映終了時に短時間利用が集中する特徴が認めら

れたものの、上映スケジュールの設定等により利

用者の滞在が分散されている状況が確認された。 

さらに、全国の自治体を対象として興行場にお

ける便所設置の基準に関する運用実態調査を実施

した。その結果、準則を参考としつつも、各自治体

が地域の実情や施設の特性を踏まえて基準を設定

し、運用している実態が確認された。また、入場者

数、定員及び利用実態等を考慮した基準や運用が

広く採用されていた。 

以上より、本研究では、旅館業法及び興行場法

の施設における衛生管理及び感染防止対策に関す

る知見を整理するとともに、施設の実態を踏まえ

た衛生管理上の課題を明らかにした。これらの成

果は、今後の衛生管理の推進並びに衛生管理基準

の策定及び運用に資する基礎資料となることが期

待される。 
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